
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相続登記が義務化されます 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

寒気ことのほか厳しい毎日が続いております。お風邪など召しませぬようお気を付けください。 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 

Vol.106 

2022.2.18 

◆相続登記は３年以内に 

 令和３年４月に成立した改正不動産登記法で

は、不動産を取得した相続人に対し、その取得

を知った日から３年以内に相続登記の申請が義

務付けられました。 

これまで登記未了であった全ての不動産にも

適用され、正当な理由のない申請漏れは、10 万

円以下の過料の対象となります。新制度は成立

後３年以内、令和６年までに施行される予定で

す。経過措置により施行日前の相続・遺贈の場

合、令和６年までの施行から３年間が登記申請

義務の履行期間となります。 

 

◆新たに相続人申告登記制度がスタート 

 相続人の申請義務を簡易に履行できる「相続

人申告登記制度」が新設されました。相続登記

されないまま長期化すると所有者不明土地を生

み、行政に支障をきたす原因にもなります。こ

のため、相続人申告登記では遺産分割未了であ

っても登記名義人について相続が開始したこ

と、相続人の氏名・住所を登記に付記すること

で登記義務を履行できることとしました。遺産

分割未了のため、持分の登記はありません。後

日、遺産分割協議が整ったときは遺産分割成立

日から３年以内に、協議の結果を踏まえた登記

申請が義務付けられます。 

 

◆とりあえず法定相続分での登記に注意！ 

 もちろん、遺産分割未了の状態であっても従

前どおり相続開始後３年以内に、とりあえず法

定相続分で暫定的な登記を行い、遺産分割協議

が調った後に登記し直すことも可能です。 

 しかし、法定相続分で登記をしても遺産分割

協議前であれば不動産の利用、売却等には共有

者の間で何らかの同意が必要となります。相続

人が死亡すると権利者は更に増えて、遺産分割

は難航必至です。 

 

◆相続人申告登記も遺産分割は先送りのまま 

 相続人申告登記を行って遺産分割協議を続

行する場合も、民法上は、法定相続分で共有さ

れたままですので、不動産の利用、売却等に際

し、共有者の間で同意が必要となることに変わ

りなく、相続人申告登記も遺産分割の先送りに

過ぎません。 

 

◆それぞれの事情を斟酌した遺産分割協議を 

 相続した不動産は相続人の居住用とするか、

賃貸用とするか、売却をいつするかなど有効利

用をはかり、そのうえでそれぞれの相続人の事

情を斟酌した速やかな遺産分割協議ができる

かがポイントになるのではないでしょうか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆比率 3％以上の大口個人株主 

 株式の配当金に対する課税は、一般的には、源泉

徴収選択特定口座を利用した申告不要源泉分離課

税で、20.315％での税負担（所得税・復興税・住民

税）で済みますが、上場企業の持株比率 3％以上の

大口個人株主については、20.42％（住民税なし）

の源泉徴収をされた上で、総合課税での申告とな

ります。課税所得が 4000 万円以上の部分は住民税

を含めて 55.945％となります。一般の 20.315％の

分離課税での税負担と比べてかなり高負担となり

ます。 

 

◆総合課税の場合の配慮は微少 

 ただし、総合課税の場合は、法人税での受取配当

等の益金不算入制度と同様に二重課税緩和の趣旨

から、配当控除という制度が用意されています。課

税所得金額が 1000 万円以下の部分に該当する配

当所得には、12.8％（所得税 10％、住民税 2.8％）、

1000 万円超の部分に該当する配当所得には、6.4％

（所得税 5％、住民税 1.4％）を控除することがで

きます。 

 でも、全体から見た割合は小さいため、それほど

大きな効果はありません。 

 

◆３％以上大口個人株主の節税対策 

 それで、３％以上の大口個人株主は、個人名義で

はなく資産管理会社を設立して、３％以上部分の

株式を法人名義にする、という選択を多くの場合

行っています。 

 そうすると、個人所有部分は 20.315％の分離課

税での申告不要にすることができ、法人所有部分

は、持株比率 1/3 超なら 100％益金不算入、持株比

率 5％超～1/3 以下なら 50％益金不算入、持株比率

5％以下でも 20％益金不算入となるので、個人の配

当控除より有利です。 

 

◆ 

その上、役員報酬等の形での家族への所得分散

ができ、法人税の負担も相当に圧縮可能です。 

 

◆法人化後の更なる節税プラン 

 逆に、税負担の少ない法人に財産が集積し、資

産の中の株式の割合が 50％以上だと、相続などの

時に、しっかり財産課税されてしまうので、借入

金等により賃貸不動産その他の資産を取得して、

50％未満化策を講ずるケースも珍しくありませ

ん。 

 また、法人で、含み益の大きい財産を譲渡する

と、法人での約 33％の課税が行なわれ、さらにそ

れを個人の所得となる形で移転すると、2段階で

の課税となります。これを回避するために、最近

は、適格会社分割による会社の複数化により、Ｍ

＆Ａでの会社売却を準備する方法で、20.315％の

分離課税化する案も考えられています。 

 

 

 

～人生の役に立たない雑学 vol.106～ 

 

 

持株富裕層の節税対策 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 

郵便マーク「〒」は郵政省

の前身の「逓信省（テイシ

ン省）」の頭の「テ」や 

「Ｔeishin 省」の「Ｔ」

が由来だと言われて 

いる。 


